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Ann. Rept. Plant Prot. North Japan 

発生源へのi珠草剤散布によるア力とゲホソミドリカスミカメの防除

新山徳光本・糸山 享*

Control of Rice Leaf Bug， Trigonotylus caelestiαlium (Heteroptera : Miridae) by Application 

of Herbicide to their Sourc日ofImmigration 

Tokumitsu NIIYAMA本 andKyo ITOY AMA本

アカヒゲホソミドリカスミカメが俊占する一般劉場において，発生源となる陸自半・農道

を対象に第 1 世代発生盛期である 6 月下勾~7 月上勾に除草剤jを散布し，経昨F ・農道にお

ける発生密度を低下させることにより，斑点米被害の防止が可能か検討した.その結果，

i徐主主~Jを散布すると 8 月上旬の水泊侵入期までにi蕊畔・農道から本穣の発生は認められな

くなり，穏揃期の71<回内密度は草刈りを行った対!l~!Z:の 1/4~1/5'こ低下した.斑点米の

発生程度は本臼に殺虫剤を散布した場合と同等に{尽く，発生源への徐車剤散布だけで斑点

米被害を回避できる可能性が示唆された.

Key words: control， herbicide， paddy field， pecky rice， source of immigration， 

Trigonotylus cαelestiαlium 

アカヒケ、ホソミドリカスミカメ Trigonotylus

caelestiαlium (以下，アカヒゲとi略称)は北海道，東

北地方および北陸地方の防徐上重要な斑点米カメムシ類

である(5， 7， 8， 10). 秋郎県における斑点米被答

の大部分は本穏によるものであり，薬剤による防除が必

要となっている(9 ).本穫はイネ科植物を好み，71<伺

畦畔・農道，および周辺の雑草地， j本緋田，牧主主地にお

いて増殖し，水田内に侵入する(2 ).そのため，出稼

前にこれらの発生源における本穏の密度を低下させるこ

とは，斑点米被警の駿減に有効と考えられる.現:fr，行

われている主な発生源対策は，陛畔・農道の機械除草[，

休耕田のtlF起等であるが，いずれの方法も雑草が再生す
るため，アカヒゲの発生を完全には抑えることはできな

い. しかし，斑点米カメムシ殺の発生源対策として非選

択性茎禁処理除主主剤(以下，除草剤と略称)を用いるこ

とで，餌となるイネ科雑京を枯死させカメムシ類の生存

を不可能にすることができると考えられる.さらに，本

種の水田侵入期において発生源に本穫が存在しなければ

本因侵入は起こらず斑点米被害を防止で=きると推察され

る.そこで，この仮説を検証するために一般農家闘場に

おいて試験を行った.

本文に先立ち，試験協場の選定をして頂いた JA事IT

あきた雄和営農センターの石列二直樹氏，除草剤の使用方

法についてご助言を頂いたバイエルクロップサイエンス

(械の鈴木直人氏，図場調資にご協力頂いた秋田県農業試

験場の藤原シュン子氏，池悶梓氏，進藤章吾氏，佐々木

求氏に感謝申し上げる.

材料および方法

1.試験圏場

試験は2004年と2005年に秋田県秋田市雄和下黒瀬の一

般農家圃場で行った.栽培品穏は「あきたこまちJが主

体で，一部の圃場では fめんこいなJであった

試験i玄の構成を第 1表，第2表に示した.除草剤を陸

軍'F・農道に散布した臨場を除主主剤区，農家慣行の草刈り

を行った闘場を対照区とした.試験臨場は 5~60a規模

で， 1O~20a闘場が主体であった. 2004年の試験では，

除主主主[IJ区と対照区は高速道路に面して連続して隣り合い，

2005年の試験では高速道路を挟んでミ隣り合った配霞とし

た.周囲は休耕問や転作牧草のない， 7}く由が連続した条

件であり，両区はほぼ同じ潔境条件であった.除草剤は

グルホシネート液剤(100倍，1001/10a)を使用した.

除草剤の散布は， 2004年の試験では6月下旬(6月29臼)，

2005年の試験では 7月上旬(7月8日)に行った. 2004 

マ火問県農林水産技術センター 農業試験場 Agricultural Exp日nm日ntStation， Akita Prefectural Agricultur巴，

Forestry and Fisheries Res日archCenter， Aikawa， Yuwa， Akita， 010-1231 Japan 
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第1表 2004年試験区の構成

区 水田面積 闘士号数
畦畔管現方法

5月下勾 6月下旬 7月上旬 7月下旬 数布

除草剤区 1.06ha 7 草刈り 除主主剤，) あり b)

対照IX 1.70ha 8 E草刈り 草刈り :1jtメIJり あり0)

a)グルホシネート液剤.

b)ジノテフランj夜空宇l十MEP乳剤(8月2半旬+5半旬散布)またはエトフェンプロソクス粉斉lJDL (8月5半勾

散布). 

c) ジノテフラン液剤+MEP乳剤(8 J=J 2王手旬十 5半旬散布)またはエトフェンプロックス粉弗IJDL (8月3-=1三旬

散布). 

第2表 2005年試験[玄の構成

経期r結'浬方法 本国薬剤
区 水図面積 回場数

6月上旬 7月k旬 8月下旬 数布

除草剤区
1.50ha ヰ

草刈り 除草剤，J
なし

0.66ha 「υ あり b)

対照区 1.20ha 10 草刈り :~;<Ijり 草刈り ありc)

a)グルホシネートj夜剤.

b)クロチアニシン水溶剤またはエトフェンプロックス1-'0斉IJDL( 8月3半旬散布).

c)エトフェンプロ yクス EW十クロチアニジン水溶剤J(8月2半勾+4半旬).

年は街区とも農家慣行によりアカヒゲ防除のための殺虫 点米発生程度を言語査した.斑点米は奥11，.:11二上(6 )を
剤散布が行われた.除東邦l区は， 8月2半勾にジノテフ もとに斑点の発生部位日IJに頂部，側部，他に分類した.

ラン液剤!と 8月5司王勾に MEP字L郊lの体系数布， また
は8月5半匂にエトブェンプロックス粉剤 DLの散布

であった.対照区は 8月2三!三句にジノテフラン液剤と

8月5半旬に MEP乳剤の体系散布，または 8月3半

旬にエトフェンプロックス粉剤 DLの散布であった. 2 

005年の対照区では，農家慣行lこより 8月2司王旬にエ

卜フェンプロックス EWと8月4-=t三勾にクロチアニジ

ン水溶剤が散布された.除草剤区では，殺虫剤散布を行

わない翻場と 8J=J 3半勾にクロチアニジン水溶剤または

エトフェンプロックス粉剤 DLを散布した臨場を設け

た.

2.畦畔・農道および水田内における発生諮歪

2004年， 2005年とも 6月上旬から約10日に l回の割合

で各区の娃畔，農道のすくい取り (1睦畔は50田振り，農

道は20回振り)を行い，アカヒゲの発生推移を調査した.

2004年は除草剤区約15カ所，対照区約12カ所， 2005年は

悶iまとも約30カ所を調査した.また，アカヒケPの水田侵

入期に当たる穂揃期(両年とも 8月4B :殺虫剤散布の

影響がない待期)(こ両区の全水邸内において，中央部と

畦畔際でそれぞれ20回振りのすくい取りを行い，除草剤

の陛III'P・農道への処理による水田侵入抑制程度を評価し

た.

3.斑点、米調査

2005年の試験では 9 月 15 日に各調t~100穏(眠畔際50

穂、，中央部50穏)を採取し，精玄米(孟1.9mm)の飽
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結果

1.畦畔・農道におけるアカヒゲの発生状況

両年とも経ID'I'.農道に発生した種はアカヒゲが大部分

を占めたが， 2005年の除主主剤区では対照区と比絞してア

カスジカスミカメやムギカスミカメなど他種のおl合が高

かった.

2004年の対照区では， 2自闘の葉メIJり所jはアカヒゲ幼

虫を主体に発生密度は高かったが，主主刈り後には急激な

{間体数の低下が認められた.その後，雑主主の再生ととも

に成虫を主体に緩やかに個体数が増加した. 8月上旬の

穏揃期の調査では幼虫のみの発生であった.これに対し

て徐草剤区では，除草剤散布前は幼虫主体に発生密度が

高かったが，散布後は雑主主の枯れ上がりに伴い，比較的

速やかにアカヒゲの個体数は減少し，穂j前期には全く認

められなくなった(第1図). 

2005年の試験では，草刈りを行った対照区は6月上旬

から 7月上旬まで除車剤区と比べて個体数が少なく経過

したが， 7月中旬から 8月上旬にかけて成虫主体に多く

なった.除草剤区では，除草剤散布部は成虫主体に発生

密度が高まったが，散布後は急激に個体数が減少し， 7 

月下旬以降は全く認められなくなった. (第2罰). 

2.水田内の発生状況

稔:揃期における水間内のアカヒゲの発生状況を第3表

と第4表に示した.2004年のすくい取り虫数は，統言「的
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第1図 殴畔・農道におけるアカヒゲホソミドリカスミ

カメの発生状況

(2004年，上図:除東邦l区，下国.対照区〕

5/25 6/4 6/14 6/24 7/4 7/14 7/24 8/3 8/13 8/23 

第2留 経理半・農道におけるアカヒゲホソミドリカスミ

カメの発生状況

(2005年，上図除草剤区，下図:対照区)

第3表 水田内のアカヒゲホソミドリカスミカメの発生状況(穂揃期・ 8月4日調査， 2004年)

区 すくい取り虫数
発育態別割合(%)

発生闘場率(%)
成虫 幼虫

i徐草剤l区 0.07 100 。 14 

対照i玄 0.38 83 17 50 

t 検定 ns 

注)すくい取り虫数は20陪振り当たりの平均虫数. nsは処理|習に有志:差がないこと (p>0.05)を示

す(虫数をJてE平江百一変換後lこt検定)• 

第4表 水田内のアカヒゲホソミドリカスミカメの発生状況(穂揃期:8月4日調査， 2005年)

発育態別割合(%)

成虫 幼虫
区 すくい取り虫数 発生闘場率(%)

除草剤区

対照区

0.28 

1.20 

60 

83 

40 

17 

55 

100 

t検定 * * 
注)すくい取り虫数は20回振り当たりの平均虫数**は処I思聞に有志差があること (p<O.Ol)を

示す(虫数をJて玉芋u.5)変換後lこt検定)• 

第5表斑点米誠査 (2005年)

区
本田薬剤 il!liJ査

調査粒数，)
発生部{立l.iIJ灘点米粒数 斑点米

散布 劉i易数 ]貰部 側部 {也 混入率(%)

徐草斉IJ区
なし 4 8，252 O 0.5 O 0.5 0.006 
あり b) 5 0.2 1.0 O 1.2 0.013 

対照区 あり cl 10 7，955 O 0.5 0.1 0.6 0.008 

a) 1IT霊場当たり平均調査粒数.

b)クロチアニジン水溶剤またはエトフェンプロックス粉剤 DL(8月3半句散布)• 

c)エトフェンプロックス EW+クロチアニジン水溶剤(8月2半旬十 4半勾).

に予言;怠差は認められなかったが，除草剤区は対照区の約 で発生が認められたが，除草剤区では l掴場のみの発生

1/5であり水回への侵入程度が低い傾向にあった.発生 であった. 2005年のすくい取り虫数は，除輩剤区の方が

個体は成虫が主体であり，また，対照ほでは半数の圃場 対照区より有意に少なく，水田への侵入程度は約1/4に

Q
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抑制された.発生側体は成虫が多く，対照区では全ての 能力に依存する.第3表や第4去から明らかなように，

闘場で発生が認められたが， 1徐主主剤区では約半数の闘士号 水田にごく近い畦畔や農道から本穏の発生をなくすこと

での発生に留まった.なお，河区とも掴場の鮭畔擦と[/:1 て'71<133侵入を非常に低い密度に抑制て、きたのは，本種が

央部とでは，発~密度に偏りはみられなかった. 生息地内あるいは食車問で短距離の飛矧を繰り返すタイ

フ。の昆虫て、あるためと考えられる(1).一方，菊地ら

3.斑点米の発生状況 ( 5 )は羽化後 2~3 日の若い個体に限り 10分以上の飛

2005"fの斑点米調査の結巣を第5表に示した.本田に 均能力があると報告していることから，除草剤区でわず

殺虫剤散布を行っていない除、京剤区の斑点米発生程度は， かに認められた水田侵入倒体はこのような飛邦能力の高

殺虫剤散布を行った降、草剤区や対照区と間程度に低かっ い個体である可能性が考えられる.本試験のように除原

た. 剤処理面積をある程度広くすることにより，飛均能力の

考察

古くからアカヒゲが問題となっている北海道では，本

穏の発生源が経昨1:や農道だけでなくコムギ1:11Iや牧草地，
様々な施設や住宅周辺の空き地や雑車地と多様であり，

これらを全てを対象とした発生源対策は現実的ではない

とされている(2 ). しかし，本県のように一般的な水

田周辺にコムギ焔や牧1草地が存在しない場合は，水田に

ごく近い陛i昨や農道のみを対象とした発生源対策はアカ

ヒゲ対策に十分有効と考えられる.そこで本試験では，

発生源を絶つことを目的として，眠U~l:や農道にi徐草剤jを

散布して雑草を枯死させる方法を試みた.除主主剤散布は

もともと絞畔や農道の雑務管理の一手法であるが，発生

源対策を考えた場合，カメムシ類の生息、を不可能にする

点で，より効果号任期待できる.本試験では，対日夜区の草

刈りのタイミングは農家に任されていたため，特に2005

年は 7月以降の主主刈りのl時期が適切ではない臨場もあっ

た.そのため対照区では除草剤区と比べて， 7月中旬以

降の舵l伴・農道におけるアカヒゲの発生密度が多くなっ

たと思われる. しかし，本試験の結果から月下勾~

7月上旬に除草剤散布することで， 8月上旬の本因侵入

期までに農道・|睦畔からアカヒゲの発生をなくせること

から，除主主剤散布はアカヒゲの発生源対策として俊れた

方法と考えられる.

1出1'1'の雑草管理と斑点米カメムシ類の発生については，

オオトケ、シラホシカメムシ汽ココノぐネヒョウタンナガ丸カメ

ムシ，ホソハリカメムシを対象にした報告はあるが (3，

4， 7， 9)，カスミカメムシ類を対象とした報告は少

ない.上野(8 )は，アカヒゲを対象として箪メIJりの徹

底により密度は低下するが，アカヒゲの生息に好適なイ

タリアンライグラスが8生している場合は草刈り 3回で

も場殖がみられ;除草剤を散布した場合は長期間にわた

りアカヒゲの密度を抑制し，車刈りと同等以上の密度抑

制効果があったと報告している.本試験でも第 1図およ

び第2図から明らかなように，アカヒゲの第1世代発生

盛期の 6月末から 7月上旬に除草剤を散布することで，

水田侵入期である 8月上旬までに畦畔や農道からアカヒ

ゲを除去できた.

本種の発生源から水旧内への侵入は，本穣の移動分散

高い倒体の侵入の危険性を低下させることができると推

察される.

従来，アカヒゲの発生源対策は，イネ出穂高iの刈払い

機による機械除躍が主体であり，目的はイネ出穏期以降

に水国内に侵入する個体数をできるだけ低下させること

である. しかし，機械除去主で発生源対策を行つでも，ア

カヒゲが水田l勾に侵入して斑点米被害を起こすため，本

因への殺虫剤散布を行っているのが現状である.ところ

が，除主主剤を利用することで，アカヒゲの水悶侵入個体

数を板端に抑制することが可能となる.

斑点、米の発生程度は本田への殺虫剤散布の種類や持j切

に最も大きく影響されることから， 2005年の殺虫剤散布

を行った除草剤区と対照区での総預言flJと草刈りの斑点米

発設への影響を比較するのは難しい.殺虫剤散布を行っ

ていない総主主苦手l区でも斑点米浪人率が低かったが，対日夜

区に殺虫剤の無散布園場を設定していないため，これを

陛畔や農道への除頂期l散布による効果であると厳密には

言えない. しかし 9月上旬までミの経詩的な水旧内のす

くい奴り調査では，幼虫の発生が全く認められなかった

ことから， 1睦畔や農道への除草剤処理により成虫の水田

侵入密度を抑制した結果であると推察できる.

経畔や農道を対象とした発生源対策は水田区画が大き

いほど相対的に発生源の割合が低下するため，アカヒゲ

の水回侵入をより減少させることが可能と考えられる.

今後は県内で増加している大区画園場において，発生源

対策を取り入れた本種の防除体系を検討していく予定で

ある
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